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第1部 基調講演

不動産登記制度の未来
～あるいは土地家屋調査士の未来について-

【講 師 】

七戸 克彦
(九州大学大学院法学研究院教授)

○七戸克彦 (九州大学大学院 法学研究院 教授)

御紹介にあずかりました七戸です｡

斉藤会長からのお話にもありましたように､

本日のシンポジウムの趣旨は､斉藤会長と日調

達の西本名誉会長のお二人で､七戸が書いた連

合会報の内容について成敗するという趣旨なの

で､見事成敗されるつもりでおりますとも､｢水

戸黄門｣でもそうですが､敵役があまりに弱す
ぎると面白くありませんので､少しは頑張って

みようと思いますが､｢水戸黄門｣ではなく､

違う話をいたしましょう｡

三島由紀夫の戯曲に ｢果断暢｣というのがご

ざいまして､黒噺賜というのは､明智小五郎の

ライバルの悪役でして､人間を剥製にしてし

まって美術館を作るわけですが､最後は明智小

五郎によって成敗されてしまいます｡ただ､そ

こからがいかにも三島らしいのですが､黒断腸

の美学を理解できたのは､敵同士である明智小

五郎だけだった､というオチでして､そこで今

度は､黒噺賜である私の側から果断暢なりに少

し言い訳させていただきますと､調査士の先生
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方の業務内容であるとか､今抱えている問題に

関しましても､それを一番よく知っているのは､

この悪役七戸であると自負しております｡

さて､本日は､ペーパーの目次の部分の､四

角で囲った八つの点をお話ししたいと思います

が､それを大きく分けますと､平成16年の新

法制定､翌平成17年の新法改正による筆界特

定と調査士ADR制度の導入､翌平成18年の法

人法改正に伴う公嘱協会の問題､それから今後

の調査士制度の将来､以上の四つになるかと思

います｡

1.報告者の｢立ち位置｣について

ペーパーをめくっていただきまして､2ペー

ジ目は､前提確認としての､私の ｢立ち位置｣

のお話です｡資料は､先ほど御紹介いただきま

した私が四国でやっている委員会で1月末に報

告した資料を転記したものですけれども､私の

立ち位置は､常にこの立ち位置です｡つまり御

用学者でもないし､ある特定のセクターに属し

て主張を行うものでもありません｡

ちなみに､連合会報の僕の連載については､

3回問題が起きました｡まず､電子申請に関し

て､法務省の怒りを買った関係で､半年ぐらい

中断しました｡その後復活したのですが､さら

にその後､公嘱協会と､調査士の倫理に関して､

2回連合会から文書によるお達しが来ておりま

す｡8回の連載中3回というのは相当なもので

すけれども､もちろん､それを重く受け止めて

おりますけれども､資料をご覧ください｡2ペー

ジ目の水関係のお話ですが､ダムを1個建設す

ると3,000億かかります｡これに対して､法務

省の年間予算は8,000億で､ダムを3つ建設す

れば飛ぶくらいの予算しかない弱小官庁で､し

かも､調査士の先生が携わっている登記業務は､

さらにその中のごく一部でしかありません｡ こ

れに対しまして､ダム建設､堰の建設というの

は､莫大な利権が絡みます｡利権といっても､

ここまで大きくなりますと､個人の問題を越え



ておりまして、ダムを建設すると、一方では自

分の子供や孫の代まで潤う。建設業界全体・地

域全体が潤う。その一方で、村全体が水没して

消える。そういった仕事をやっております関係

から、情け容赦のない非難の応酬には馴れてお

ります。したがいまして、私に対する批判は、

どうかご遠慮なしにやってほしい。このような

形で神経が麻痺してしまっているのも、人生と

してはどうかとは思いますけれども、しかし、

調査士の先生方の同業者内部で、意見が対立す

るような形で応酬をするのは、やはりやりにく

いでしょうから、外部者である私に対する批判

を通じて、問題点の共有化を図っていただけた

らありがたいと思っております。私の場合は、

議論に関しましては、寝返り、闇討ち、ヌンチャ

ク、鎖鎌何でもありの世界で生きておりますか

ら、どうかご存分に御意見御批判をおっしゃっ

てください。そのほうが、議論が活発化してよ

ろしいんじゃないかと思っております。

　資料の2ページ目の下の表は、ダムや堰の建

設の是非を巡る意見聴取の方法の分析です。か

なり辛辣なことを書いておりますが、こういつ

た資料を作って堰の改築派と自然保護派が激し

く対立しているところで報告をするわけですか

ら、嫌われるのは当たり前の話であります。私

の立ち位置は、常にこういうスタンスでありま

して、それは河川関係に限らず、不動産登記関

係でも同じです。「誰の味方にもならない」と

いうのは、何も土地家屋調査士に限った話では

ありませんで、司法書十との関係でもそうです

し、法務省との関係でもそうです。それが私の

立ち位置である、ということをまず確認したう

えで、お話を進めさせていただきます。

2．平成16年新法制定

　まず、最初のテーマ、3ページ目以降の電子

申請からまいります。

　先ほどお話しいたしましたように、僕は、登

記識別情報の不具合の問題に関しまして、法務
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省に歯向かうような意見を述べたために、法務

省を猛烈に怒らせてしまい、それに遠慮して、

連合会での連載を休むということが起こりまし

た。本日この会場には法務省・法務局の方がい

らっしゃっていないので、私としては自由にお

話しできてうれしいです。1月に福岡で行った

パネルディスカッションのときには、壇上に表

示登記官の方が登壇されて、その方がとても良

い方だったので、私としてもそのお人柄に敬意

を表して優等生を演じて、馴れないことをして

猛烈にフラストレーションが溜まったので、本

日は御迷惑でしょうけれども存分にさせていた

だこうと思います。

（1）昭和63年改正までの歩み

　さて、電子申請に関しましては、3ページ以

下に挙げておりますように、昭和63年改正前

までの、法務省が行った不動産登記の電子化の

ための施策は、それは見事なものでした。そ

の発端は昭和47年といわれていまずけれども、

これは独立の予算措置がついた年を指して述べ

ているわけで、実際の研究は昭和44年から始

まっています。

　5ページの左側に出てくる枇杷田泰助という

方のお名前は、御存じかと思います。電子化の

発端は、欧米の視察中、シカゴのタイトル・カ

ンパニーでコンピュータによる登記処理をやっ

ているのを見た枇杷田旧三課長が、帰国後、ちょ

うど道路運送車両法の改正で、自動車登録制度

をコンピュータ化する際に、法務省側に意見を

求められたことをきっかけとして、自動車登録

ができるのならば不動産登記もできるんじゃな

いか、という形で研究を始めたのが発端です。

　したがいまして、不動産登記を電子化する際

に、何を真似したのかというと、この自動車登

録ファイルの制度と、それから国鉄の「みどり

の窓口」の列車予約システムと、気象庁の気象

予報システムでした。

　昔のブック庁時代に使われていた「登記簿謄

本」「抄本」という言葉は、現在では「登記事



項証明書」「全部事項証明書」「一部事項証明書」

という言葉に置き換わりましたけれども、これ

は、先ほど述べた昭和44年道路運送車両法の

改正を真似たものです。この改正によって、そ

れまでの「自動車登録原簿」が「自動車登録事

項証明書」に代わった。それから、電子申請を

定めた不動産登記法18条1号「法務省令で定

めるところにより電子情報処理組織（登記所の

使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以

下この号において同じ。）と申請人中はその代

理人の使用に係る電子計算機とを電気通信回線

で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用

する方法」などで出てくる「電子情報処理組織」

という言葉も、昭和44年改正道路運送車両法

に由来します。

　ですが、自動車登録などと違って、登記につ

いて一番何が問題だったかというと、漢字情報

が多いということでした。この時代はまだワー

プロは発明されていません。そのことから、コ

ンピュータ化に際しては、入力と保存の両方で

問題が起きています。

　まず、入力に関して言えば、5ページ目の下

に書いてありまずけれども、この時代には、①

マークシート方式、②バーコード方式、③カ

ン（漢）タイバー方式、④OCR方式の四つ入

力システムの導入実験が行われていました。こ

のうちの①マークシート方式というのは、佐藤

の「佐」が「3015」、「藤」が「5162」といっ

た具合に、延々と数字のマークシートを塗り潰

していく気の遠くなるような入力システムで、

これが導入されていたら、調査士の先生方も大

変だったでしょう。改正後の地積測量図が面倒

くさいとか、規則93条調査報告書が面倒くさ

いといった、そんな比ではありません。②バー

コードとか③カンタイパーというのは、和文タ

イプライターを打って、それがバーコードとか

磁気テープに記録されるというものですが、先

生方の中にも御存じの方も多いと思いますけれ

ども、和文タイプライターそのものが、これま

た打つのが非常に難しい。そういった、今から

考えると笑ってしまうような荒唐無稽な機械の

開発に、湯水のごとく予算を投入して導入実験

をやっていました。当時は高度成長期だったか

ら、日本が活気に満ちた時代だったから、こう

いうことができました。

　もう一つの問題は、データの保存です。最初

の頃のコンピュータは、先生方も御存じと思い

ますけれども、保存はパンチカードか、あるい

は磁気テープで行われていました。ところが、

不動産登記の場合には情報量が多いわけでし

て、到底そのような媒体では保存しきれない。

　もっとも、保存の側の問題は、比較的早くに

解消します。大容量の磁気ディスクが開発され

たせいです。

　その結果、残る問題は、入力方法ということ

になったのですが、ここで資料の6ページの左

側を御覧ください。救世主が登場します。朝日

新聞から編集画面の入力システム開発の依頼を

受けていた東芝が、昭和53年頃世界初の日本

語ワープロを開発します。ちなみに、東芝とい

うのは、先ほど述べた法務省の不動産登記のコ

ンピュータ化に関しても、新しい入力システム

の開発を受託しておりましたから、日本語ワー

プロの開発に関しても、幾ばくかは登記関係で

の研究成果が活用されたと考えられております。

　このワープロの登場により、登記のコン

ピュータ化の流れは、一気に進みます。法務省

は直ちにこれを入力システムに採用いたしまし

て、昭和58年にパイロット・システムを完成

させて、東京法務局の板橋出張所で運用を開始

いたします。なぜ板橋出張所なのかと申します

と、高島平団地などといったマンション群が存

在しているためです。コンピュータ処理の中で

は、この区分建物と敷地の処理が一・番厄介で、

それさえできれば全国どこでもできるだろう、

と考えられたわけです。

　一・方、6ページの右欄ですけれども、法制度

の整備の側に関しても抜かりはなく、登記特別
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会計を導入し、そして、満を持して昭和63年

に従来の紙帳簿を磁気ディスク登記簿へと移行

させる改正が行われた、というわけで、この時

点において、日本は、間違いなく世界最先端の

登記システムを持っていました。

　ところが、それから20年を経た現在、日本

の不動産登記制度は、電子国家構想の足を引っ

張る厄介者になってしまいました。かつての栄

光のトップランナーが、なぜ大ブレーキにまで

落ちぶれてしまったかと申しますと、先ほどの

斉藤会長のお話にもありましたように、バブル

経済崩壊の直撃を受けたためです。ちなみに、

「バブル経済」という言葉は、中世の大航海時

代の南海泡沫事件に由来するようです。大航海

時代には、船で遠くの国に行って胡椒などを仕

入れて大儲けをする。そこで、投資家が、金を

船に投資するようになる。ところが、船が途中

で難破したり海賊に襲われたりすると、投資し

た金が回収できずに大騒ぎになる。そこから現

在の有限責任の法人（会社）制度と、保険制度

が生まれてきたわけですが、中には不将な人間

もいて、船が沈没したとか何とかいって、投資

家の金を騙し取る者も出てくる。これが南海泡

沫事件です。その後、投資家の投機熱は、オラ

ンダのチューリップに向けられて、チューリッ

プ・バブルというのが起きます。赤白まだらの

チューリップとか時折ありまずけれども、そう

いった珍しいチューリップに、投資目的で金を

つぎ込んだわけです。ところが、それが実は病

気であることが分かって、一気にチューリップ

相場は下落した。バブル崩壊です。そういった、

投機熱の高まりによって実体経済を越えた相場

が発生し、そして、その後実体経済への揺り戻

し現象により、一気に相場が縮小する。そういっ

たバブル経済は、日本の場合には何だったのか

といいますと、不動産バブルでありました。そ

の結果、バブル崩壊の直撃を受けて、不動産取

引はがた落ちする、登記申請件数もがた落ちす

る、法務省の登記関係の予算：も削減される、と
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いう状況の中で、不動産登記の電子化は失速し

ていきました。

　それを横目で見ながら、他省庁の電子化は、

次々に法務省を追い抜いていきます。特許庁の

特許登録制度は、そもそも不動産登記制度を真

似したものですが、電子化に関しましても、昭

和63年改正法を真似いたしました。ところが、

現在では、本家である不動産登記を追い越しま

して、ほぼ100％オンラインで行われておりま

す。その他、財務省のNACSと呼ばれる通関シ

ステム、これは、まず、成田空港の開港の際に

Ah≒NACSが導入されて、その後全国の飛行場に

拡大するとともに、港湾に関しましても、横浜、

神戸にSea－NACSが導入されて、その後全国展

開、という経緯をたどったのですが、この通関

システムも、現在ほぼ100％オンラインです。

　調査士の先生とか、あるいは司法書手の先生

方は、オンライン申請は時期尚早だったとよく

おっしゃいまずけれども、それは狭いこの業界

の中だけの話でありまして、特許庁や財務省の

オンラインは、現在でも世界の冠たるトップラ

ンナーです。にもかかわらず、日本の電子国家

構想の足を引っ張っているのは、かつてはトッ

プランナーだったが今や落ちぶれてしまった法

務省の登記と、それから総務省の住基ネットの

二つです。

　そこで、業を煮やした政府は、法務省に対し

て圧力をかけ、その結果、追い込まれた格好で

急速立法が行われたのが、平成16年の新不動

産登記法だったわけです。しかし、法制化され

たは良いものの、実際にはオンライン申請はほ

とんど行われなかった。そこで、業を煮やした

政府は、電子申請50％という具体的な数値目

標を打ち出します。

　7ページ以降は、昨年〔平成19年〕10月に、

自由民主党の政務調査会の登記オンラインプロ

ジェクトチームに呼び出されて報告したときの

資料ですが、オンラインによる登記申請が伸び

悩んでいる原因は、二つある。一・つは、7ペー


































































